
神奈川県の   

受動喫煙防止の取組  ●  

「神奈川県公共的施設における受動  

喫煙防止条例（仮称）」骨子案について   
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低体重出生、早産、周産期死亡、  
自然流産、先天異常、  

妊娠一分娩合併症、乳幼児突然死症候群  



条例制定の背景  ●   

■世界   「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」  

■日本   「健康増進法」  

神奈川県「が んへの挑戦・10か年戦略」  

●受動喫煙の健康への影響についてどう思うか   

健康への影響がある84．4％ 健康への影響はない1．3％  

●受動喫煙防止対策は進んでいないと思う   

飲食店48．9％ 娯楽施設42．0％ 駅リベスターミナル32．3％  

●条例で公共的施設での喫煙を規制することに  

賛成 88．5％   反対4．6％  

0  「受動喫煙に関する県民意識調査」より  

公共的施設において、受動喫煙による健康影響を防止する  
ための条例の制定を検討  3   



●  

知事と語ろう！神奈川ふれあいミーティング  

・ 施設管理者等との意見交換会  
■  専門家等による条例検討委員会  
一  条例の基本的考え方に対する意見募集（パブリック・コメント）  

飲食店、パチンコ店等の現場訪問  

香港、アイルランドの  ■   
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条例骨子案の主な内容①  

骨子案のポイント  ●   

■条例の目的  
受動喫煙による健康影響を防止し、県民の健康を守る  

■対象施設、規制内容等  
学校、病院、官公庁施設等   → 禁煙  
飲食店、宿泊施設、娯楽施設等→ 禁煙 又は 分煙  

非喫煙区域での喫煙  

禁煙・分煙の非表示等  
過料  

未成年者の保護   
喫煙所、喫煙区域への立入不可  

周知期間と準備期間を設ける   
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条例且子案の主な内由②   



規制の概要  ●   

滞施設入口に禁煙、 分煙の   

表示  

■喫煙できる場所から非喫   

煙区域に、たばこの煙が   
流れ出ないこと  

テナントビルの共用部分  

（廊下、トイレ等）は禁煙  

未成年者を喫煙所、喫煙   
区域に立ち入らせない  

分煙＝公共的空間を、基   
準を満たして喫煙区域と   

非喫煙区域に分ける  



●  
実効性を確保するための措置   

義 務  
＜個人＞   

非喫煙区域で喫煙しないこと  

＜施設管理者＞  

■施設入口等に禁煙1分煙等の表示をすること  

■喫煙区域に未成年者を立ち入らせないこと  

■非喫煙区域にたばこの煙が流れ出ないようにすること  

■■  

、、   



行管理等  条例の施行、進  ●   

評条例の施行  

公布の日から6か月の周知期間を置いて施行  

施行の日から6か月の準備期間を置いて、  
禁煙や分煙の表示義務や罰則を適用  

■適用の猶予  
キャバレー、ナイトクラブ、バー、パチンコ店、マージャン店等は、   

条例施行後3年間は適用を猶予  

条例の進行管理及び見直し   

施行日から5年以内に必要な見直し   
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条例骨子案の主な内容⑥  

検討課題  ●   

■利用者が特定の者に限定される会員制施設   

「喫煙ルールを私的自治に委ねるべき」   

「加入が簡単な施設など多様かつ増加傾向にあり、限定が難しい」  

■時間ごとに貸切ること等を目的とした施設（宴会場等）   

「使う人の自主的な決定に委ねるべき」   

「宴会等の参加者は、意に反する受動喫煙を避けられない」  

蛮罰則（過料）の額  

県内外の自治体の路上喫煙防止に関する条例での過料などを参考   
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∴‥亘章斗j÷≠二  

「神奈川県公共的施設における受動喫煙．防止条例（仮称）J骨子案の概要  

（平成20年9月）  

この条例は、受動喫煙による健康影響を防止し、県民の健康を守ることを目的としており、新しい  

社会的な分煙のルールを定めようというものです。また、未成年者を受動喫煙による健康影響から保  

護する措置を盛り込みました。   

1 目的 受動喫煙による健康影響が明らかであることにかんがみ、県、県民及び事業者すべての主体   

が、あらゆる場面で受動喫煙防止に配慮した取組みを進めることを目的として条例を制定します。  

2 対象施設及び規制内容 施設の性質によって次の2つに区分し規制を行います。  

（第1種施設）官公庁のように代替性の低い施設や健康増進を目的とする施設、多くの人が集まるこ  

とを目的とする施設、他法令（条例を含む）により喫煙が規制されている施設は、禁煙とします。  

（第2種施設）第1穫施設以外の施設は、禁煙又は分煙を選択できます。  

3 分煙及び喫煙所  

（分煙）第2種施設において分煙を選択する場合、非喫煙区域にたばこの煙が漏れないようにすると  

ともに、厚生労働省の分煙効果判定基準（平成14年6月）を満たす必要があります。  

（喫煙所）施設区分に関係なく、もっぱら喫煙のためだけに使用する喫煙所の設置が可能です。その  

方按や基準は分煙と同様です。  

4 義務及び罰則   

（個人の義務）非喫煙区域では喫煙しないこと  

（施設管理者の義務）施設の入口などに禁煙・分煙等の表示を行うこと、喫煙区域に未成年者を立ち  
入らせないこと、非喫煙区域にたばこの煙が流れ出ないようにすることなど  

（罰則）義務違反に対しては過料琵ミを科します。（※ 金銭を徴収する罰則）  

5 周知期間及び準備期闇   

（同軸期間）公布の日から6か月の周知期間をおいて、条例を施行します。   

（準備期問）施行の目から6か月の準備期間をおいて、義務及び罰則を適用します。  

（参考）この条例での非喫煙区域（テナントビルの場合）   

不特定多数の者窟  

することができる当  

室内又はこれに準1  



▼ 規制対象施設一覧  

第1種施設 禁煙：施設入口に禁煙である旨の表示を施設管理者に義務付けます。なお、喫煙所に未成年  

者を立ち入らせる  ことはできません。  

幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、中等教育学校、高等専修学校、高等専  

門学校、特別支援学校、専修学校、各種学校、自動車教習所、その他これらに類す  
る施設  

運動施設（体育館、スポーツクラブ、フィットネスクラブ、プール、野球場、サッ  

カー場、ラグビー場、テニス場、ゴルフ場）、その他これらに類する施設、公衆浴場  

病院、診療所、助産所、薬局、療術所、その他これらに類する施設  

映画館、演劇場、音楽ホール、演芸場、その他これらに類する施設  

競馬場、競輪場、運動施設の観覧区域、その他これらに類する施設  

公民館、児童館、結婚式場、葬祭場、火葬場、納骨堂、境内建物、その他これらに  
類する施設  

展示場、イベントホール、コンベンションセンター、その他これらに類する施設  

物品販売業施設（百貨店、ショッピングセンター、コンビニエンスストア、スーパ  

ーマーケット、その他これらに類する施設）  

電気■ガス・水道・郵便等の公益事業所  

国及び地方公共団体の事務又は事業の用に供する施設、その他これらに類する施設  

旅客施設（鉄道駅舎、モノレール駅、新交通システム駅、旅客船ターミナル、バス  

ターミナル、その他これらに類する施設）  

鉄軌道車両、モノレール車両、新交通システムの車両、バス、タクシー、旅客船。  

ただし、都県境を越えて定期運行されるものを除く。  

銀行、信託銀行、借用金庫、信用臨同組合、労働金庫、政府系金融機関、金融商品  

取引業、農業協同組合、水産業陥同組合、その他これらに類する施設  

博物館、美術館、動物園、植物園、図書館、遊園地、その他これらに類する施設   

児童福祉施設、身体障害者社会参加支援施設、保護施設、婦人保護施設、老人福祉  

施乱有料老来ホーム、母子福祉施設、母子保健センター、介護老人保健施設、障  
害者支援施設、授産施設、隣保館、その他これらに類する施設   

（1）学校  

（2）体育館  

・屋外競技場  

（3）病院・診療所  

（4）劇場  

（5）観覧場  

（6）集会場  

（7）展示場  

（8）百貨店・商店  

（9）官公庁施設  

（10）公共交通機関  

（11）金融機関   

（12）美術館   

・博物館  

（13）社会福祉施設  

第2種施設 禁煙又は分煙を選択：施設の入口にその旨の表示を義務付けます。なお、分煙を選択した施  

設の喫煙  区域及び喫煙所に未成年者を立ち入らせることはできません。  

レストラン、ファミリーレストラン、ファーストフード店、寿司屋、喫茶店、ラー  

メン店、居酒屋、その他これらに類する施設  

ホテル、旅館、その他これらに類する施設   

ゲームセンター、カラオケボックス、その他これらに類する施設   

クリーニング店、古物店、質屋、理容所、美容所、旅行代理店、不動産店、睦律事  

務所、行政書士事務所、司法書士事務所、公認会計士事務所、社会保険労務士事務  

所、税理士事務所、弁理士事務所、探偵事務所、その他これらに類する施設、勝馬  

投票券発売所、場外車券売場、モーターボート競走法（昭和26年法律第242号）に規定  

する場外発売所  

（1）飲食店   

（2）ホテル・旅館   

等の宿泊施設  

（3）遊技場  

・娯楽施設  

（4）サービス業施  
芸Jt   

己又  

‾‾一‾‾  
亡：青歩年あ利用お哀束想定き江モトな㌃く軒ゐ施藷薩二施設管痙者あ義務たろClてこ未森耐ゐ施行  

の日から3年間は適用しません。なお、その間も喫煙区域に未成年者を立ち入らせることはできません。  

（1）飲食店   キャバレー、ナイトクラブ、バー、その他これらに類する施設   

（2）遊技場・娯楽施設  パチンコ店、マージャン店、その他これらに類する施設   

▼ この条例の対象とならない施設   

①住居、共同住宅、入居型社会福祉施設の個室 ②宿泊施設の客室   
③公共的空間を有しない事務所（職場）  

お問い合わせ先 神奈川県保健福祉部健康増進課 がん・健康対策班 駄84ト210－4780、210－4784（直通）   

uRL：http：／／www．pref．kanagawa．jp／osirase／kenkou／gan／pubcom／tobacco＿kosshi．htn［   




